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余別漁港は、積丹沖における豊富な漁場を背景に、古くから多様な漁業種の陸揚げ拠点として利用され

ると共に、海の難所である積丹半島の先端部に位置することから、漁船の避難拠点としても重要な役割を

担っている漁港である。余別漁港においては、過年度より「泊地の埋没」が問題となっていることから、

万全な対策を行うことが急務となっている。 
本報文では、堆砂対策についての調査・検討・施工の結果を報告するものである。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

1.まえがき 

余別漁港では、港奥部において泊地の埋没が発生して

おり、砂の堆積が目視で確認できるほど、堆砂が顕著に

現れている。（写真－１） 

埋没箇所に隣接する北防波堤、西護岸、-2.5m 物揚場

は、３断面の異なる構造で捨石マウンドが重なり合って

いるため、複雑な堆砂要因が想定された。（図－１、２） 

泊地が埋没することにより、船底が現地盤に当たり沈

没する等の事故発生が懸念されるとともに、埋没箇所を

避けるため、航行箇所が狭められたり係留箇所が限定さ

れる等、漁業活動にも支障を来している状況である。 

堆砂対策の実施にあたり、まず、堆砂原因を明確化す

る必要があることから、原因究明を目的に各種現地調査

を実施し、その結果をもとに解析・検討を行い、最終的

な対策方法を決定することとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図－２ 捨石マウンドのイメージ図（断面図） 
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図－１ 捨石マウンドのイメージ図（平面図）写真－１ 余別漁港航空写真 
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2.港内堆砂の状況と要因 

堆砂状況の把握と要因を特定するために、水深測量、

波浪流況調査、底質調査、水中目視調査、陸上空洞化調

査を実施した。 
(1)現地調査結果 

水深変化について、平成 21 年 10 月から平成 22 年 2

月までの4ヶ月間の水深変化比較結果を図－３に示す。

隅角部付近で大きな浸食箇所があり、北防波堤に沿って

7.5mまでの区域で特に堆積していることが確認された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

流況調査では、堆砂が著しい港奥部(St4)では港外から

港内へ向かう流れが確認された一方、港内の地点(St3)

では港奥部から港口へ向かう流れが観測された。（図－

４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

底質調査では、港外及び港内の粒度組成について調査

した結果、細砂と中砂の割合が8割を超え、シルト・粘

土に着目すると港奥部(St4)の組成は港外(St2)の組成に

近いことが確認された。（図－５）これは、港奥部の堆砂

は港内からの移動ではなく、直接港外から流入している

ことを示していると考えられた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水中目視調査では、北防波堤と-2.5m 物揚場の隅角部

付近に著しい堆積と-2.5m 物揚場マウンドの洗掘が確認

された。また、北防波堤と-2.5m 物揚場の接続部に最大

幅5㎝、長さ30㎝の隙間があり、そこからの流れが確認

された。（写真－２、３、図－６） 
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図－４ 流向出現頻度図 
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図－５ 粒度組成図 
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図－３ 水深変化比較結果 
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空洞化調査では、空洞は発見されなかったことから、

吸い出しは受けていないと考えられた。 

 
(2)堆砂要因の特定 

現地調査結果から、港外の砂が隅角部付近からマウン

ドを透過して港内へ流入していることが推察されたため、

伝達波・漂砂の解析を実施した。 

伝達波解析では、CADMAS‐SURFを用いて現地観測波浪

データで流速振幅を解析したところ、北防波堤は砂の移

動限界流速 0.6m/s を大きく下回っていたが、西護岸は

0.6m/sであったことから、伝達波は西護岸の透過部（マ

ウンド）を伝搬してくるものと判断された。（図－７、８） 

漂砂解析では、浮遊砂モデルを用いて底質移動を解析

したところ、接合部に伝達波を与えた場合に港奥部の地

形変化を再現することが出来た。（図－９） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

一方、接合部に伝達波を与えない場合は、最大波でも

地形変化が見られなかったことから（図－10）、港口から

の流入及び港内の底質が移動していることは考え難く、

接合部の隙間からの伝達波が堆砂の主要因であるとの結

論に達した。 

 
 (3)対策工の検討 

30年確率波を対象に伝達波の解析を実施した結果、図

－11に示すとおり、接合部の隙間を塞ぐと流れが底質の

移動限界流速以下となることから、局所的な不透過化で

対応可能であると考えられた。 

しかし、本検討箇所は、３断面の異なる構造が接合し

ており、計算に含まれない複雑な要因も想定される場所

であるため、捨石マウンド部も含めて不透過化し、万全

な対策を行うこととした。 
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図－10 広域モデルの計算地形変化図 図－９ 港奥部の実測・計算地形変化図 
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図－７ 伝達波の解析結果 波高0.6m 代表時の水位・流速ベクトル分布(左図:西護岸 右図:北防波堤) 
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3.対策工法の検討 

接合部の隙間を塞ぐ対策及び捨石マウンド部不透過化

の工法について、表－１に示す想定される３タイプを比

較し、工法を選定することとした。 

表－１の比較結果より、施工上及び構造上の問題が無

く、費用も安価である「注入工法」で堆砂対策を行うこ

ととした。（図－12） 

 

4.施工について 

堆砂対策は、注入工法を採用することとしたが、施工

にあたっての検討内容を以下に示す。 

 

(1)グラウト材の選定 

注入工法に使用されるグラウト材は、様々な種類が存 

在しているが、今回は長期耐久性を有した材料とする必

要があるため、表－２に示す長期耐久性を有している３

種類の材料について比較を行い、選定することとした。 

堆砂対策に使用するグラウト材の種類については、表

－２の比較結果より、今回の施工に最適な「可塑性グラ

ウト」を選定することとした。 

強度については、過去に海・湖・河川の捨石空洞への

充填実績があり、軟岩程度の強度である 1.5N/㎟以上を

有する材料を用いることとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、注入孔については、過去の経験を元に１箇所の

注入孔で半径１ｍの範囲に注入する事例が多いことから、

図－12の平面図に示すとおり、半径１ｍの円を重ね、必

要範囲を網羅できるよう配置することとした。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－12 注入工法図面 
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構造面 × 既設捨石ﾏｳﾝﾄﾞが分断さ

れる、矢板と既設堤体の接合

部処理など問題大 

○ 既設堤体にほぼ変更が無

いため、問題なし 

○ 既設堤体はそのまま残

るため、問題なし 

施工性 △ 狭い場所、海上で大型機

械による施工が必要 

× 既設堤体直下の捨石撤去

が必要なため、施工が困難 

○ 既存施設を撤去せず、ﾎﾞ

ｰﾘﾝｸﾞのみで施工が可能 

確実性 ○ 港内外が遮断されるた

め、問題なし 

△ 捨石部分がそのまま残る

ため、不安あり 

○ 捨石の空隙に充填する

ため、問題なし 

経済性 × 施工範囲が広く、大型機

械を必要とするため高価 

○ 一般的な機械、設備で施

工が可能。※既設堤体を撤去

する場合は施工費大 

○ ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ、小規模な仮設

で施工が可能 

その他 △ 既設ｱｽﾌｧﾙﾄﾏｯﾄの撤去復

旧が必要なため、施工範囲が

広い 

× 物揚場前面に水中ｺﾝｸﾘｰﾄ

を設置するため、施設延長減。

既設堤体が変位する懸念あり

○ 問題なし 

評価 × 構造面、経済性等の問題

あり 

× 施工性、施設延長減等の

問題あり 

○ 採用：今回施工に最適 

表－２ 今回の現場条件におけるグラウト材の比較 

表－１ 堆砂対策工法の比較 

 セメントベントナイト 超微粒子複合シリカ 可塑性グラウト 

ｹﾞﾙ(可塑)ﾀｲﾑの調整 不可 (型枠必要) 可 (数秒～十数分で到達

距離の限定が図られる) 

可 (5 秒～30 秒で到達距

離の限定が図られる) 

海水への影響 × ｹﾞﾙﾀｲﾑが無いため流出

のおそれ有、分離し拡散 

△ 万一海へ流出した場合

硬化せず拡散 

○ 万一海へ流出した場合

分離することなく硬化 

充填効果、施工性 △ 空隙部に沿って逸走、

型枠・矢板等の遮断壁必要

△ 速硬性材料は強固に硬

化目詰まり有、遮断壁必要

○ 加圧で間隙部全体に充

填可、遮断壁不要 

恒久性 ○ 問題なし ○ 問題なし ○ 問題なし 

経済性 △ 材料単価は安価だが、

遮断壁、材料ロスで工費増

× 材料単価が高価で遮断

壁も必要 

○ 材料単価は高価だが、

遮断壁不要 

評価 × 環境面、充填効果に問

題あり 

× 高価で環境面、充填効

果に問題あり 

○ 採用：今回施工に最適 



 

(2)施工時の留意事項 

今回の施工場所は、コンクリート・埋土・捨石マウン

ド等、様々な材料を削孔して注入管を設置し、捨石の空

隙部に隙間なくグラウト材を注入する必要がある。以下

に各施工段階で留意した主な事項を示す。 
 
a)削孔、注入管設置 

削孔は、ロータリーパーカッション式ボーリングマシ

ンを使用したが、削孔後に孔壁が崩れると注入管が設

置できなくなるため、ケーシングロッドを建込んだ後、

注入管を設置してからロッドを引き抜く方法で施工し

た。（写真－４） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
b)隅角部隙間の処理 

隅角部の隙間は、今回の堆砂対策で最も重要な場所で

あるが、型枠を設置してグラウト材を注入した場合、

既設堤体に凹凸があるため、隙間からグラウト材が漏

れ、十分な充填ができないおそれがある。 
そこで、隙間部に捨石・既設堤体の形状に合わせて追

従する素材（鋼管矢板ジョイント部の止水工に用いら

れるジャケット材）で作られた細長い袋材（写真－５）

を設置し、中にグラウト材を充填、膨張させる方法で、

事前に隙間部の閉塞を行い、漏れが生じないよう施工

した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

c)グラウト注入 

グラウト注入は、プラントで作液した瞬結型の可塑性

グラウト材を流量計で注入量を確認し、約50cm毎にス

テップアップしながら、ポンプ機を用いて注入した。

（写真－６）海水の影響を受ける場所の作業となるた

め、海中にグラウト材が流出することの無いよう、潜

水士が目視で確認しながら慎重に施工した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
d)施工管理 

グラウト注入の施工管理は、設計量を目標として、注

入量・充填圧の状況及び周辺の状況を常時監視しなが

ら適切に施工した。（写真－７） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
e)出来形管理 

出来形は、注入後にチェックボーリングを行い、必要

範囲にグラウト材が充填されているかを採取した試料に

より目視確認した。（写真－８） 
グラウト材には、セメントが含まれることから、試料

にフェノールフタレイン溶液をかけ赤色変化の有無で判

断した。 
 

写真－４ 削孔及び注入管設置状況 

写真－６ グラウト注入状況 

写真－７ 流量計機器の状況 

写真－５ 隙間部袋材の確認状況 



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
f)施工結果 

接合部の隙間、マウンド内の注入のいずれも充填され

ていることが確認できた。潜水士に聞き取り調査をした

結果、施工前とは違い、隅角部からの流れは感じられな

い状況であることが確認できた。 

また、グラウト注入時に作成したグラウト材の供試体

を用いて、材齢２８日の一軸圧縮強度を確認した結果、

「2.68N/㎟」という値であり、設計強度の 1.5N/㎟以上

を満足している結果であった。 

なお、施工後の高波浪時においても、港外からの流入

は確認されていない。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

5.あとがき 

今回の堆砂は、高マウンド堤体である西護岸を含む３

断面の異なる構造が１箇所に接合し、なおかつ堤体同士

が点で接していたことから、構造上の弱点となっていた

ことが一つの要因であると推測される。 

施工当時には無かった隅角部の隙間が、波浪の影響等

により、徐々に拡大し、泊地の埋没に繋がっていったも

のと思われる。 

 

今回の堆砂対策における注入工法は、既設構造物をそ

のまま残した状態で小規模な施工を行うことが可能であ

り、長期耐久性も有しているため、補修等の対応を行う

際には、効果的な工法であることが確認できた。 

 

近年、漁業を取り巻く情勢は厳しく、漁港整備におけ

る選択と集中が進み、施設の損傷、泊地の埋没等が生じ

ても、これまでのように十分な補修、維持管理ができな

くなることが予想される。 

今まで以上に現場状況を把握し、計算に含まれない複

雑な要因も想定した上で、将来的にも不具合の生じない

施設整備が出来るよう、今後の業務に取り組んでいく必

要がある。 

 

写真－８ チェックボーリング試料の状況 


